〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 28 日 
盛 岡市 |【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官 房 長官 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 





衆議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 , 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定数 改善 を 求め る 


意見 書 


平成 23 年 度 に 義務 教育 標準 法 が 改正 され て 、 小 学校 1 学年 の 基礎 定数 化 が 図ら れ ま 
し た 。 こ れ は 、30 年 ぶり の 学級 編制 標準 の 引き 下げ で あり 、 少 人 数 学級 の 推進 に 向け 、 
よう や く ス ター ト を 切る こと が で きま し た 。 改正 され た 義務 教育 標準 法 の 附則 に は 、 小 
学校 2 年 生か ら 中 学校 3 年 生ま で の 学級 編制 基準 を 順次 改定 する こと に つい て 検討 を 
行い 、 法 制 上 を 含め た 措置 を 講ず る こと と 、 措 置 を 講ず る 際 の 必要 な 実行 が 重要 で す が 、 
将来 的 に は さら に 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 

日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学 級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 当たり の 児童 
生徒 数 が 多く 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 一 クラ ス の 学級 規模 
を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 制 及び 教職 員 定 数 
に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 学校 の 望ま し い 学 級 規 模 」 と し て 、 
26 人 <30 人 を 挙げ て いま す 。 この よう に 、 保護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 
明らか で す 。 小 中 と も 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 数 や 指導 内 容 が 増 
加 し まし た 。 この よう な 状況 の 中 、 学 校 現場 で は いじ め ・ 不 登校 等 へ の 対応 が 深刻 化し 、 
さま ざま な 障がい を 抱え る 子ども や 、 国 際 化 の 進展 で 日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 
と する 子ども も 増え て いま す 。 この よう な 中 で 、 地方 が 独自 に 実施 する 少 人 数 学級 は 高 
く 評 価 さ れ て いま す が 、 地方 財政 は 苦し く 、 独自 で 少 人 数 学級 に 取り 組む に も 課題 が 多 
くみ られ ます 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 均 等 に 一 定 水 準 の 教育 が 受け られ る こと が 憲 
法 の 精神 で す 。 し か し 、GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、O 〇 OECD 加盟 国 (28 カ国 ) 
の 中 で は 日 本 は 最 下 位 と な っ て いま す 。 また 、 三位一体 改革 に より 義務 教育 費 国庫 負担 
制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自 治 体 財政 を 圧迫 する と と 
も に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 格差 も 生じ て いま す 。 

将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども 達 へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 未来 
へ の 先行 投資 と し て 、 子ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇 
用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 こ うし た 観点 か ら 、 国 に お いて は 、 平 成 
26 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 を 実現 する よう 求め ます 。 

記 

1. 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OECD 諸 国 並 み の 豊 か な 教育 

環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 

2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 

割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 28 日 
盛 岡市 |【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 1 財務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 





経済 財政 政策 担当 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 
【 件 名 】 NE ・ 強 化 」 を 求め る 意見 書 


岩手 県 に お ける 東日本 大 震 災 津波 が も た らし た 甚大 な 被害 は 、 沿 岸部 を 中 心 に 今 な お 
爪痕 深く 、 被災 者 の 生活 再建 は 始ま っ て いる も の の 、 依然 と し て 厳し い 状 況 が 続い て い 
ます 。 

こう し た 中 、 第 183 回 国会 で 可決 され た 平成 25 年 度 予算 で は 、 地 方 公務 員 賃 金 の 削 
減 を 目的 と し て 8, 500 億 円 の 地方 交付 税 の 削減 が 盛り 込ま れ ま し た 。 一 方 で 、 地方 財政 
計画 に 地方 交付 税 の 削減 額 と ほぼ 同額 が 事業 費 と し て 盛り 込ま れ て いる も の の 、 そ の 一 
部 (緊急 防災 ・ 減 災 事 業 ) は 地方 債 に よる も の で あり 、 単 年 度 の 地方 交付 税 削 減 に は 変 
わり が な く 、 自 治 体 財政 の 締め 付け を 強め る も の と な っ て いま す 。 

これ ら の 動き は 、 地 方 自治 の 本 旨 に 反する ば か りか 、 被 災 地 の 復旧 復興 は も ちろ ん 、 
地域 経済 の 再生 と 地域 公共 サー ビス の 水準 確保 の 観点 か ら も 、 深 刻 な 影響 を 与え る も の 
と 懸念 され ます 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 地域 経済 を 支え る 自治 体 財政 の 充実 ・ 強 化 を 図る た め に 、 以 
下 の 項 目 を 実現 する よう 求め ます 。 

. 地域 経済 の 再生 の た め に も 、 地 方 交付 税 を 自治 体 の 固有 財源 と し て 確実 に 保障 す 
る こと 。 

2. その 時 々 の 政策 達成 を 目的 と し て 、 地方 自治 の 根幹 で ある 財源 や 職員 配置 に 介入 

する こと を 止め 、 地 方 自治 ・ 住 民主 権 確立 の た め の 法 整備 を 行う こと 。 

3. 平成 26 年 度 の 健全 な 地方 財政 の 確立 に 向け 、 歳 出 ・ 歳 入 を 的 確 に 見 積もり 、 

大 する 地域 の 財政 策 要 に 見 合う よう 地方 財政 計画 を 拡大 し 、 地 方 交 < 付 税 の 必要 総 
を 確保 する こと 。 

4. 地域 の 防災 ・ 減 災 に 必要 な 財源 は 通常 の 予算 と は 別枠 で 確保 する と と も に 、 地方 

交付 税 な どの 一 般 財源 を 地方 債 な どの 特定 財源 に 振り 替え る こと は 厳 に 慎む こと 。 

5. 被災 地 の 地 方 公務 員 給 与 の あり 方 に つい て は 、 職員 の 実情 を 踏ま えた うえ で 当該 

自治 体 と 十分 に 協議 する と と も に 、 県 内 及び 全国 か ら の 応援 職員 の 状況 も 考慮 し 、 
不足 し て いる 職員 の 確保 、 育 成 に 向け た 新た な 財政 措置 を 講ず る こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 27 日 
北 上 市 | 【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 





【 件 名 】30 人 以下 学級 の 実現 、 義 務 教育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 拡充 及び 教育 
予算 の 拡充 を 求め る 意見 書 


平成 23 年 度 に 義務 標準 法 が 改正 され 、 小 学校 1 学年 の 基礎 定数 化 が は か られ まし た 。 
これ は 、30 年 ぶり の 学級 編制 標準 の 引き 下げ で あり 、 今後 、 少 人 数 学級 の 着実 な 実行 
が 必要 で す 。 日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学 級 あ た り の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 あ 
た り の 児童 生徒 数 が 多く 、 き め 細 や か な 対応 を する た め に は 学級 規模 を 引き 下げ る こと 
が 必要 で す 。 平成 22 年 に 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 制 及び 教職 員 定 数 に 関 
する 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 回 答 者 の 約 6 割 が 小 中 学 校 の 望ま し い 学 級 規 模 と し て 、 
26 か ら 30 人 を 挙げ て お り 、 こ の こと か ら 保護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 
明らか で す 。 

また 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 均等 に 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと 
が 憲法 の 精神 で す 。 し か し 、 教育 予算 に つい て は 、GD P に 占め る 教育 費 の 割合 は OE 
CD 加盟 28 カ国 の 中 で 最 下 位 で あり 、 ま た 、 国 の 三位一体 改革 に より 義務 教育 費 国庫 
負担 制度 の 国 の 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 こ れ に より 教育 予算 
は 地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 地 方 自治 体 が 教育 費 の 財源 を 安定 的 に 確保 する 
た め に は 、 義務 教育 費 の 国庫 負担 制度 を 堅持 し 、 さ ら に 国 の 負担 割合 を 3 分 の 1 か ら 2 
分 の 1 へ 引き 上 げ る こと が 必要 で す 。 

将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 未 
来 へ の 先行 投資 と し て 子ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人材 の 育成 か ら 雇 用 ・ 
就業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 


1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OECD 諸 国 並み の ゆたか な 教 
育 環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 を 目指 すこ と 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 
と も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

3 学校 施設 整備 費 、 就 学 援助 ・ 奨 学 金 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教育 予算 の 
充実 の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 27 日 
北 上 市 【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 





【 件 名 】 風 し ん の 流行 に 対す る 早急 な 対策 及び 予防 接種 費用 の 国庫 負担 を 求め る 


意見 書 


現在 、 首都 圏 や 関西 地方 を 中 心 に 風しん の 流行 が 続い て お り 、 全数 報告 疾患 と な っ た 
平成 20 年 以降 、 最 も 早い ペー ス で 患者 の 報告 数 が 増え て いま す 。 風しん に 稚 患 し た こ 
と が な く 、 予 防 接種 を 受け た こと も な い 20 代 以 上 の 人 は 多い た め 、 さ ら に 流行 が 拡大 
する こと が 人 危 恨 され ます 。 

また 、 最も 心配 な の は 、 女性 が 妊娠 初期 に 風しん に 確 患 す る と 、 風しん ウイ ルス が 了 胎 
児 に 感染 し 、 白内障 、 先天 性 心 疾患 、 難聴 な ど 先 天性 風しん 症候 群 と 総称 され る 障がい 
を 引き 起こ す お それ が ある こと で す 。 

こう し た 現状 に 鑑み 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 
求め ます 。 


1 風しん の 流行 に よる 先天 性 風しん 症候 群 の 発生 を 防止 する た め 、 国 民 へ の 情報 提 
供 及び 普及 啓発 に 一 層 努 め る と と も に 、 妊 娠 を 予定 し て いる 女性 や 妊娠 中 の 女性 の 
家族 な ど 、 特 に 定期 予防 接種 の 機会 が な か っ た 年 齢 層 へ の 必要 な 対策 を 早急 に 実施 
する こと 。 

2 風しん の 流行 を 防止 する た め に 地方 自治 体 の 負担 で 独自 に 行わ れ て いる 予防 接 
種 費用 の 助成 に つい て 、 国 の 責任 に お いて 確実 な 財政 措置 を 講じ る と と も に 、 国 庫 
負担 に よる 予防 接種 制度 を 創設 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 25 日 
久 慈 市 | 【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 





財務 大 臣 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 
割合 二分 の 一 復元 及び 教育 予算 拡充 を 求め る 意見 書 


義務 標準 法 で は 、 1 学級 あたり の 定員 を 小学 校 一 年 生 の み 35 人 と し て いる が 、 岩 手 
県 で は 、 本 年 度 加 配 措置 を 活用 し な が ら 1 学級 の 定員 を 小学 校 3 年 生ま で 拡大 し て い 
る 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 、 学校 は 一 人 ひと り の 子ども に 対す る 、 よ りき め 細 や か な 対 
応 が 必要 と な っ て いる 。 また 、 指 導 要 領 の 本 格 実施 に よっ て 、 授業 時 数 や 指導 内 容 が 増 
加 し て いる 。 いじ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化す る 中 、 こ うし た こと の 解決 に 
向け て 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 支援 、 対応 を 行う た め に は 、1 学級 の 規模 を 引き 下 
げ 、 計 画 的 な 定数 改善 が ぜひ と も 必要 で ある 。 

子ども た ち が ど こ に 住ん で いて も 、 誰 も が 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 
の 要請 で ある 。 三位一体 改革 に より 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 二分 の 
ー か ら 三 分 の 一 に 引き 下げ られ 、 地方 自治 体 財 政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇用 者 の 
増大 に 見 られ る よう に 教育 条件 格差 も 生じ て いる 。 

将来 を 担い 、 社会 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で ある 。 子 
ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ 
る 必要 が ある 観点 か ら 、 下 記 の 事項 の 実現 に つい て 強く 要望 する 。 


B 

1 小 中 学 校 に お ける 1 学級 あたり の 定員 を 30 人 以下 と する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負 
担 割 合 を 二分 の 一 に 復元 する こと 。 

3 学校 施設 整備 費 、 教 材 費 や 図 書 費 、 就学 援助 費 や 奨 学 金 、 学校 や 通学 路 の 安全 な 
ど 、 特に も 被災 地方 自治 体 に お ける 教育 予算 が 十分 に 確保 で きる よう 、 地方 交付 税 
を 含め 国 の 教育 予算 を 拡充 する こと 。 


Du 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 
平成 25 年 7 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 21 日 
ー 関 市 【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 


本 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 避 払 いで す 。 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 を 受診 し 
た 際 に 窓口 で いっ た ん 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 額 を 超え た 分 が 後日 払い 戻 
され ます 。 

一方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機関 窒 品 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 
済み 、 東北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て いま す 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て 
いる 都 道 府 県 が 過半 数 と な っ て いま す 。 

患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 それ 
以上 の 支払 い が 不 要 な こと で す 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治 
療 に つなげ る こと が で きま す 。 また 、 償 本 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助成 給付 申請 書 
の 手続 き が 不要 で す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で す 。 
医療 機関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ ブ ト へ の 貼付 が 不要 で す 。 

以上 の 点 か ら 、 岩手 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 
治療 に よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 速やか に 実現 され る こと を 求め ます 。 


記 
1 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 を 現物 給付 と する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 











〇 市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 
平成 25 年 7 月 10 日 現在 





市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 








【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 21 日 

ー 関 市 【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 

【 件 名 】 医療 費 助成 制度 の 現物 給付 導入 に か か る 交付 金 等 の 減額 措置 の 撤廃 を 求 
め る 意見 書 


岩手 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償還 払い で す 。 

一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機関 窒 品 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 
済み 、 東北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て いま す 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て 
いる 都 道 府 県 が 過半 数 と な っ て いま す 。 

患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 それ 
以上 の 支払 い が 不 要 な こと で す 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治 
療 に つなげ る こと が で きま す 。 また 、 償 居 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給 付 申 請書 
の 手続 き が 不要 で す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 居 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で す 。 
医療 機関 に と こっ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 で す 。 

し か し 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 ペ ナル ティ と し て 国 か ら の 交付 金 が 減額 され て し まい 
ます 。 

医療 費 助成 制度 は 、 重度 心身 障がい 者 、 乳幼児 及び ひと り 親 家庭 等 の 方 々 が 安心 し て 
医療 を 受け られ る よう に する た め に は 必要 な 制度 で す 。 

以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 と 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 する よう 求め ます 。 


記 
1 国 は 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 交付 金 等 の 減額 措置 を 行わ な いこ 
8。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 











〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 21 日 
ー 関 市 |【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 環 境 大 臣 





【 件 名 】 原子力 発電 所 事故 に 伴う 適切 な 除 染 を 求め る 意見 書 


当 市 に お いて は 、 福 島 第 一 原子 力 発電 所 事故 に 伴い 、 放 射 性 物質 の 飛散 被害 を 受け 、 
現在 に お いて も その 対策 に 取り 組ん で いる 。 

当 市 で は 、 平 成 24 年 5 月 24 日 に 「 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 」 に 基づき 「 一 関 市 
除 染 実施 計画 」 を 策定 し た 。 

現在 、 国 で 示し て いる 除 染 補助 対象 は 、 除 染 実 施 計 画 区 域内 で 平均 空間 線量 が 毎時 
0.23 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 地域 並び に 雨 桶 の 下 な ど 局 所 的 に 空間 線量 が 毎時 0. 23 
マイ クロ シー ベル ト を 超え る 、 い わ ゆ る ホッ トス ポッ ト と され て いる 。 

し か し 、 こ の ホッ トス ポッ ト は 、 除 染 実 施 計 画 区 域外 に お いて も 散見 され て いる が 、 
補助 対象 と な っ て いな いこ と か ら 、 除 染 を 進め る 上 で 、 費用 負担 の 問題 や 市 民 に 対し 適 
切な 説明 が 行わ れ て いな い 状 況 で ある 。 

福島 第 一 原子 力 発電 所 事故 以前 の 良好 な 環境 に 戻す こと が 、 原 子 力 政策 を 推進 し て き 
た 国 の 責務 で ある 。 

よっ て 、 空 間 線 量 が 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト を 超過 し た ホッ トス ポッ ト の 除 染 
に つい て も 、 補 助 対象 と する よう 強く 要望 する 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 21 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 環 境 大 臣 

【 件 名 】 原子 力 発電 所 事故 被害 に よっ て 失わ れ た 山野 の 機能 回 復 に 向け た 総合 的 
な 対策 を 求め る 意見 書 


東日本 大 岩 災 に 伴う 原子 力 発電 所 事故 に 起因 する 放射 性 物質 の 影響 を 受け 、 市 民 の 楽 
し み で あっ た 春の 山菜 採り 、 秋 の きのこ 狩り の 機会 が 奪わ れ て いる 。 

山野 の 恵み を 享受 し 生活 する 習慣 は 、 次 代 へ 継ぐ で べき ライ フス タイ ル で あり 、 こ の ま 
ま 出荷 制限 が 長 引 け ば 習慣 よ す た れ 、 日 本 の 田舎 らし さ 、 岩手 の 魅力 を 著しく 損なう 結 
果 と な る 。 

また 、 産直 、 道 の 駅 へ 納品 し て いた 者 は 貴重 な 収入 源 を 奪わ れ 、 店 舗 に お いて も 売り 
場 に 空き が 目立ち 、 売 り 上 げ の 低下 も 招い て お り 、 観 光 面 で も 大 き な 損 失 と な っ て いる 。 
現在 、 出 荷 制限 解除 の 範囲 は 県 ご と 、 市 町 寺 ご と と され て いる が 、 産直 、 道 の 駅 は こ 
れ ま で 安全 、 安 心 な 農産 員 の 販売 所 と し て 生産 者 と 消費 者 を 結ぶ 片 け 橋 と な り ブ ラン ド 
力 を 高め て きた 。 

個々 の 納入 者 、 生 産 者 が 分 か る トレ ー サ ビリ ティ を 備え た 店 舗 に お いて は 出荷 制限 、 
解除 区 域 も 柔軟 に 対応 すべ き で ある 。 

よっ て 国 に お いて は 、 原子 力 発電 所 事故 被害 に より 出荷 制限 と な っ た 山菜 ・ 野 生き の 
こ を 一 日 で も 早く 市 民 が 享受 で きる よう 山野 の 機能 回 復 へ 向け 、 以 下 の 措置 を 講ず る よ 
う 強 く 要 望 す る 。 


1 山菜 、 野生 きのこ の 放射 性 物質 に よる 汚染 の メカ ニズム を 解明 し 、 一 刻 も 早く 山 

野 の 機能 を 回 復 で きる よう 山野 の 除 染 方 法 を 確立 する こと 。 

2 山 葉 、 野 生き の この 出荷 制限 解除 に つい て は 、 安全 に 配慮 し な が ら も 田舎 らし い 
生活 習慣 を 守ら な けれ ば な ら な いと の 認識 に 立ち 、 区域 の 見 直し や 、 ト レー サビ リ 
ティ を 備え た 店 舗 に お ける 和 柔軟 な 対応 を 行う な ど 早 期 に 出荷 を 再開 で きる よう 部 
分 的 、 段 階 的 な 解除 に つい て 検討 する こと 。 

3 山野 の 機能 回 復 の 間 、 野生 の 産品 に 代わ る 山菜 、 きのこ な どの 栽培 の 取り 組み を 
支援 する こと 。 


Du 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 21 日 
ー 関 市 |【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 





【 件 名 】 原発 に 依存 し な い 社 会 の 構築 と 再生 エネ ルギー の 利用 拡大 を 求め る 意見 書 


福島 第 一 原子 力 発電 所 事故 を 契機 に 、 我 が 国 の エネ ルギー 政策 は 大 き な 転 換 を 迫 ら れ 
て いる 。 

原発 事故 の 被害 を 受け 、 今 な お 、 解決 の 見 通し が 立た な い 当 市 と し て は 、 原発 の 運転 
再開 に は 強く 反対 する 。 

全て の 国民 が 不安 を 抱い た 原発 リス ク か ら 解 放さ れ 、 合 わせ て 低廉 で 良質 な 電力 が 安 
定 的 に 供給 され る こと で 安心 し て 生活 で きる よう に する こと が 、 政 府 に お ける 使命 で あ 
り 、 課 題 で ある 。 

その 中 で も 、 太陽 光 、 風 力 、 中 小 水力 、 地熱 、 バ イオ マス な どの 再生 可能 エネ ルギー 
の 拡大 は 、 新 し い エ ネル ギー 社会 の 構築 に 向け た 柱 で ある 。 

今後 の エネ ルギー 政策 を 構築 する に あたっ て 、 次 の 事項 を 念頭 に 制度 設計 を 行う こと 
を 要望 する 。 


BL 

1 原発 事故 の 検証 が 不 十分 で あり 、 使 用 済み 核燃料 処理 の 不明 確 な な か 、 原発 に 依 
存 し な い 社 会 を 実現 し て いく た め 、 全 て の 原発 の 運転 を 行わ な いこ と 。 

2 国内 の 原発 の 新 増設 は 行わ な か いこ と は も と より 、 原 発 の 海外 へ の 輸出 を 行わ な い 
と s 

3 再生 可能 エネ ルギー の 利用 の 飛躍 的 拡大 を 図る た め 、 税 制 、 補 助 金 、 規 制 緩和 、 
技術 革新 、 国 民 の 意識 啓発 に つい て 、 国 は 特段 の 配慮 を 行う こと 。 

4 特に 家庭 ・ 施 設 に お ける 太陽 光 、 蓄 電池 、 燃 料 電池 は 、 分 散 型 の 新た な エネ ル ギ 
ー 社 会 の 構築 に 向け た 重要 な 電源 要素 と し て 、 そ の 技術 開発 と 普及 に 向け 万 全 の 支 
援 を 行う こと 。 


中 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 21 日 
ー 関 市 |【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 





【 件 名 】 国 民 皆 保険 を 堅持 し 、 医 療 提供 体制 の 拡充 を 求め る 意見 書 


将来 に 向かっ て 国民 皆 保 険 を 堅持 し 、 哲 の 高い 医療 を 安定 的 に 提供 し て いく こと が 求 
め ら れ て いま す 。 

市 町 村 国保 の 財政 状況 は 深刻 化し て お り 、 財 政 安定 化 策 が 必要 で す 。 

また 、 後 期 高 齢 者 医療 制度 は 、75 歳 以 下 の 年 齢 層 と 比べ て 保険 料 の 上 昇 ス ピー ド が 
早い こと 、75 歳 以 上 の 被用者 が 被用者 保険 に 加入 で き な い 等 の 問題 点 が あり 、 年 齢 で 
区 別 し な い 、 国 民 の 納得 と 信頼 が 得 ら れる 新た な 医療 保険 制度 へ の 移行 が 求め られ て い 
ます 。 

よっ て 、 次 の 事項 を 含む 施策 を 早急 に 実施 を する よう 強く 要望 し ます 。 


記 

1 救急 医療 や 、 産 婦人 科 、 小 児 科 、 外 科 、 精 神 科 な どの 医療 を 担う 地域 の 医師 確保 
及び 看護 師 確保 対策 に 取り 組む こと 。 

2 医療 と 介護 の 推進 、 安心 し て 暮らせ る 住宅 の 提供 、 在宅 サー ビス の 充実 、 配 食 や 
見 守り な ど 生 活 援 助 サ ービス の 促進 な ど に より 、 在 宅 医 療 ・ 介 護 の 提供 体制 を 整備 
する こと 。 

3 後期 高齢 者 医療 制度 を 廃止 し 、75 歳 以 上 の 高齢 者 も 国民 健康 保険 又は 被用者 保 
険 に 加入 する こと と し 、 高 齢 者 に 係る 国保 の 運営 を 都 道 府 県 が 実施 する よう 制度 改 
革 を 行う こと 。 

4 高額 医療 費 制 度 に つい て 、 給付 と 負担 の バラ ンス を 勘案 し つつ 、 医療 が 長期 に わ 
た る 患者 の 負担 軽減 を 図る こと 。 

5 予防 接種 の 充実 、 感染 症 対策 、 が ん 対策 の 充実 に 取り 組む と と も に 、 難病 対策 の 
法制 化 を 含め 、 推 進 す る こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 
平成 25 年 7 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 21 日 
ー 関 市 |【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農業 の 戸別 所 得 補償 に つい て 法制 化 を 求め る 意見 書 


農業 の 戸別 所 得 補償 に つい て は 、 平 成 24 年 に 農業 者 戸別 所 得 補償 制度 と し て 、 平 成 
25 年 は 経営 所 得 安定 対策 と し て 実施 され 、 多 く の 農 業者 か ら 好 意 的 に 受け 入れ られ 、 
定着 し て いま す 。 

戸別 所 得 補償 を 法制 化し 、 安定 し た も の と する こと は 、 農業 者 の 農業 経営 に 対す る 予 
測 可 能 性 を 高め 、 こ れ ま で の 予算 措置 に 基づく 実施 で は 必ず し も 十分 に 実現 する こと が 
で き な か っ た 、 先 を 見 通し た 合理 的 な 経営 の 安定 化 に つなが る も の と 考え ます 。 

さら に 、 戸 別所 得 補償 を より 恒久 的 な 制度 と し て 安定 化 さ せる こと は 、 農業 の 持続 可 
能 性 を 高め 、 農 業 が 有する 多目的 機能 を 発揮 させ る こと に も 資す る も の で す 。 

すなわち 、 地域 に お ける 雇用 を 創出 し 、 地域 経済 を 活性 化 さ せ 、 ま た 、 環 境 の 保全 に 
も 貢献 する も の で あり 、 結 果 的 に 食料 自給 率 の 向上 に も つなが る も の と 考え ます 。 

よっ て 、 農 業 の 戸別 所 得 補 償 に つい て 、 法 制 化す る こと に より 、 よ り 安 定 し た 制度 と 
する よう 強く 求め ます 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 











〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 20 日 
陸前 高田 市 | 【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 





【 件 名 】 消 費 税 の 引上げ に 対し 、 慎 重 に 対応 する こと を 求め る 意見 書 


政府 は 、 平 成 24 年 2 月 17 日 に 「 社 会 保障 ・ 税 一 体 改 革 大 綱 に つい て 」 を 痢 議決 定 し 、 
同年 8 月 に 成立 し た 関連 法案 で は 、 社会 保障 安定 の た め の 主 た る 財源 を 消費 税 と し 、 平 
成 27 年 まで に 段階 的 に 消費 税率 を 10 パー セン ト ま で 引き 上 げ る と し て お り ま す 。 

市 内 に 甚大 な 被害 を も た らし た 東日本 大 震 災 か ら 2 年 が 経過 し まし た が 、 本 市 は 未だ 
復興 の 緒 に 就 い た ば か り で あり ます 。 

仮設 店 舗 な が ら も 再開 し た 商店 、 新た な 事業 所 の 進出 、 養殖 漁業 の 一 部 再開 な ど 、 市 
内 経済 も 回 復 の 兆し を 見 せつ つ あ り ま す が 、 再開 の 見 込み が 立た な い 事 業者 も 多く 、 市 
民 の 生活 は 依然 厳し い 状 態 が 続い て いま す 。 

この よう な 中 で の 消費 税 の 引上げ は 、 住 宅 の 再建 を 目指 し て いる 被災 者 や 被災 地域 に 
暮らす 者 に と っ て 大 き な 負 担 と な り 、 地 域 経済 の 更 な る 冷え 込み を 招く こと が 懸念 され 
ます 。 

社会 保障 制度 の 充実 は 多く の 国民 が 望む と ころ で あり 、 そ の 財源 確保 は 重要 な 課題 で 
は あり ます が 、 一 方 で 消費 税 の 引上げ は 被災 地 の 復 興 に も 大 き な 影 響 を 与え か ね ませ 
ん 。 

社会 保障 制度 改革 の た め に は 、 国民 の 負担 を 増やす の で は な く 、 まず は 歳出 の 無駄 を 
削減 し 、 国民 の 所 得 向 上 の た め の 経 済 運 営 に 取り 組む な ど 、 国民 の 理解 を 得る こと が 重 
要 で あり ます 。 

以上 の こと か ら 、 下 記事 項 に つい て 取り 組ま れる よう 強く 求め ます 。 


記 
1 消費 税 の 引上げ に 対し て は 、 経済 状況 等 を 総合 的 に 勘案 し 、 ま た 、 特に も 被災 地 
の 現状 に 考慮 し 、 慎 重 に 対応 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 20 日 
陸前 高田 市 | 【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 





【 件 名 】 公 的 年 金 2. 5 パー セン ト 削 減 中 止 を 求め る 意見 書 


厚生 労働 省 は 「 特 例 水 準 」 を 解消 する と し て 、3 年 間 で 2.5 パー セン ト の 年 金 引き 下 
げ を 行 お うと し て いま す 。 

平成 12 年 当時 、 政 府 は 高齢 者 の 生活 実態 と 経済 へ の 悪影響 を 考慮 し て 、 年 金 を 据え 
置い た も の で あり 、 適 切な 措置 で あっ た と 思い ます 。 

高齢 者 を 取り 巻く 状況 は 、 当 時 と 比較 し て も ます ます 厳し さ を 増 し て いる に も か か わ 
ら ず 、「 特 例 水 準 解消 、2.5 パー セン ト 削 減 」 を 強行 する こと は 、 高 齢 者 を 守る 立場 か 
ら も 、 地 域 経 済 を 活性 する 立場 か ら も 認め る こと は で きま せん 。 

よっ て 、 公 的 年 金 の 2.5 パー セン ト 削 減 の 中 止 を 強く 求め ます 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 20 日 
陸前 高田 市 | 【 提 出 先 】 岩手 県 知事 





【 件 名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に お いて 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 


岩手 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償還 払い で あり 、 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 を 受 
診 し た 際 に 、 窓口 で 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負担 上 限 額 を 超え た 分 が 後日 払い 戻さ 
れ ま す 。 

一 方 、 現物 給付 は 医療 機関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済み 、 そ れ 以上 の 
支払 いや 医療 費 助成 給付 申請 書 の 手続 き が 不要 で す 。 その た め 、 安心 し て 受診 で き 、 傷 
病 の 早期 発見 、 早 期 治 療 に つなげ る こと が で きま す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償還 に 係る 事 
務 作 業 や 振込 手数 料 、 医療 機関 に と っ て は 、 医療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 や レセ プ ト へ 
の 貼付 が 不要 で す 。 

東北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 現物 給付 を 導入 し て お り 、 ま た 全国 で も 過半 数 の 都 道 
府県 が 導入 し て お り ま す 。 

よっ て 、 県 に お いて は 住民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 、 早期 治療 に よる 重症 化 防 
止 の た め 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 求め ます 。 


1 医療 費 助成 制度 に お いて 現物 給付 を 導入 する こと 。 
2 現物 給付 を 導入 し た 際 、 国 庫 負担 金 の 減額 を 行わ な いよ う 国 に 働き か ける こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 25 日 
二戸 市 | 【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 





岩手 県 知事 
【 件 名 】 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実現 の た め の 夜 勤 改善 ・ 大 幅 増 員 を 求め る 
意見 書 


東日本 大 岩 災 で は 、「 医 療 月 壊 」「 介 護 崩 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 
医師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り ま し た 。 

厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 取 
り 組み に つい て の 通知 (5 局長 通知 )」 で は 、 「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 
続 可 能 な 医療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 替 制 労働 者 等 の 勤務 環境 
改善 は 、 喫 叱 の 課題 」 と し て いま す 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 
夜勤 ・ 交 替 制 労働 者 の 増員 と 、 労 働 環境 の 改善 の た め に 、 法 規制 が 必要 で す 。 

岩 災 か ら の 復興 、 地域 医療 再生 の た め に も 、 医 療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並 み に 増 や 
し 、 国 民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 

医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 
拡充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 国 、 県 に 要望 し ます 。 


1 看護 師 な ど 夜 勤 交 替 制 労働 者 の 労働 時 間 の 短縮 、 時 間 外 労働 の 削減 、 長 時 間 夜 勤 
の 規制 、 勤務 か ら 勤 務 ま で の 間隔 を 、 疲労 回 復 が 十分 に 可能 な 時 間 に 開 ける こと な 
ど 、 実 効 あ る 施策 を 講じ る こと 。 

2 医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 等 な ど を 、 大 幅 に 増やす こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 24 日 
八幡 平 市 |【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 





【 件 名 】TPP ( 環 太平 洋 連 携 協定 ) 交渉 に 関す る 意見 書 


安倍 総理 大 臣 は 「 聖 域 な き 関税 撤廃 が 前 提 で な いこ と が 明確 に な っ た 」 と し て 、TP 
P 交渉 へ の 参加 を 正式 に 表明 し た 。 し か し 、 本 年 2 月 の 日 米 首脳 会 談 の 共同 声明 で は 「 全 
て の 物品 が 交渉 の 対象 と され る 」 と し 、 す で に T PP 交渉 参 加 国 11 カ国 で 合意 され て 
いる TPP の 輪郭 (アウ トラ イン ) で は 、「 関 税 並び に 物品 ・ サ ービス の 罰 易 及び その 
他 の 障壁 を 撤廃 する 」 と し て 、 関 税 と 非 関税 障壁 の 撤廃 が 原則 で ある こと が 明記 され て 
いる 。 

T PP 交渉 参 加 国 は 年 内 に 話し 合い を まとめ よう と し て いる 中 、 7 月 か ら 仮 に わが 国 
が 交渉 に 参加 し た 場合 、 上 記 の 原則 に 例外 を 設け 、 わ が 国 の 国益 が 守ら れる の か 、 大 き 
な 懸念 は 依然 と し て ぬ ぐ わ れ て いな い 。 

また 、 本 市 に お いて は 基幹 産業 で ある 農業 に 与え る 影響 が 計り 知れ な い 状 況 に ある 。 

この よう な こと か ら 、 農 業 や 医療 、 食 の 安全 を は じ め 広 範 な 分 野 で 地域 経済 と 国民 生 
活 に 深刻 な 打撃 を 与え る こと が 想定 され る も の の 、 ど の よう な 品目 が 関税 撤廃 の 例外 品 
目 と な る の か 、 ま た 、 ど の 分 野 に どの よう な 影響 が ある か な ど 、 国 民 に 対す る 情報 提供 
が 極め て 少な く 、 国 民 的 議論 が 尽く され て いな い 。 

よっ て 、T PP 交渉 に つい て は 慎重 な 対応 及び 下記 の 守る べき 国益 を 断固 と し て 守る 
よう 強く 求め る 。 

回 
1 農産 物 に お ける 関税 に つい て は 、 コ メ 、 麦 、 牛 肉 、 乳 製品 等 の 重要 品目 が 、 引 き 
続き 再生 産 可能 と な る よう 除外 又は 再 協議 の 対象 と する こと 。 

2 国民 皆 保 険 を 守り 、 公 的 な 医療 給付 範囲 を 維持 する こと 。 医療 機関 経営 へ の 営利 
企業 参入 、 混合 診療 の 全面 解禁 を 許さ な いこ と 。 公 的 薬価 算定 の 仕組 み を 改悪 し な 
いこ と 。 

3 協定 交渉 する 際 に は 、「 守 り 抜 くべ き 国 益 」 を どの よう に 交渉 の 中 で 勝ち と る の 
か 明確 に 国民 に 説明 する こと 。 


中 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 24 日 
八幡 平 市 | 【 提 出 先 】 岩手 県 知事 





【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 


岩手 県 の 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 は 償還 払い で あり 、 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 を 受 
診 し た 際 に 窓口 で 一 旦 法 定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 額 を 超え た 分 が 後日 払い 戻 
され る 。 

一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機 関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 
済み 、 東北 で は 岩手 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て お り 、 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て 
いる 都 道 府 県 が 過半 数 と な っ て いる 。 

患者 に と っ て の 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ 
れ 以 上 の 支払 い が 不要 で ある た め 、 安心 し て 受診 で き 、 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に つ 
な げ る こと が で きる 。 また 、 償 司 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助成 給付 申請 書 の 手続 き 
が 不要 で あり 、 市 町 村 に と っ て は 、 償還 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 と な る 。 医 
療 機関 に と っ て は 、 医 療 費 助 成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 けが 不要 と な る 。 

以上 の こと か ら 、 岩手 県 に お いて は 、 県 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 、 早 期 治療 
に よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 速やか に 実現 する こと を 求め る 。 

記 
県 の 医療 費 助 成 制 度 に つい て 現物 給付 を 導入 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 24 日 
奥 州 市 |【 提 出 先 】 岩手 県 知事 





【 件 名 】 安 全 ・ 安 心 の 医療 と 介護 実現 の た め の 夜 勤 改 善 及 び 大 幅 増 員 を 求め る 


意見 書 


東日本 大 岩 災 で は 、「 医 療 月 壊 」「 介 護 崩 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 
医師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り ま し た 。 

厚生 労働 省 が 平成 23 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 資 』 の 向上 の た め の 
取り 組み に つい て の 通知 (5 局長 通知 )」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 
持続 可能 な 医療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 替 制 労働 者 等 の 勤務 環 
境 改 善 は 、 喫緊 の 課題 」 と し て いま す 。 安全 ・ 安 心 の 医療 と 介護 実現 の た め に も 、 看 護 
師 な ど 夜 勤 ・ 交 替 制 労働 者 の 増 貞 と 労働 環境 の 改善 の た め に 法規 制 が 必要 で す 。 

岩 災 か ら の 復興 、 地域 医療 再生 の た め に も 、 医療 及び 社会 保障 予算 を 先進 国 並み に 増 
や し 、 国 民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 

医師 、 看 護 師 、 介 護 職員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 
拡充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 要望 いた し ます 。 


記 
1 看護 師 な ど 夜 勤 交 替 制 労働 者 の 労働 時 間 を 、 1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 、 勤 務 間 隔 
12 時 間 以 上 と し 、 労 働 環境 を 改善 する こと 。 
2 医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 な ど を 大 幅 に 増やす こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 24 日 
【 提 出 先 】 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 公 的 年 金 2.5%6 の 引き 下げ に 反対 する 意見 書 


政府 は 、「 特 例 水準 」 を 解消 すか る と し て 、3 年 間 で 2.59% の 年 金 引 き 下 げ を 行 お うと 
し て いま す 。 

2000 年 2002 年 当時 、 政 府 は 高齢 者 の 生活 実態 と 、 経 済 へ の 悪影響 を 考慮 し て 、 年 
金額 を 据え 置い た も の で あり 、 適 切な 措置 で あっ た と 思い ます 。 

然るに 、 今回 、 高齢 者 を 取り 巻く 状況 は 当時 と 比較 し て も 、 ま すま す 上 厳し さ を 増 し て 
いる に も か か わら ず 、「 特 例 水 準 解消 、2.59%6 削 減 」 を 強行 する こと は 、 高 齢 者 の 生活 を 
守る 立場 や 、 地 域 経済 を 活性 化す る 立場 か ら も 認め る こと は で きま せん 。 

よっ て 、 以 上 の 趣旨 に か ん が み 、 公 的 年 金 の 2.596 削 減 は 行わ な いこ と を 強く 求め ま 
す 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 18 日 
葛巻 町 |【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 





衆議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 名 】「 協 同 労働 の 協同 組合 法 (仮称 )」 の 速やか な 制定 を 求め る 意見 書 


日 本 社会 に お ける 労働 環境 の 大 き な 変 化 の 波 は 、 働 く こ と に 困難 を 抱え る 人 々 を 増大 
させ 、 社 会 問題 と な り 、 経済 や 雇用 、 産業 や 地方 な ど 様 々 な 分 野 に 格差 を キ 生 じ さ せま し 
た 。 

働く 機会 が 得 ら れ な いこ と で 、「 ワ ー キ ング プア 」、「 ネ ッ ト カ フェ 難民 」、「 偽 装 請 負 」 
な ど 、 新た な 貧困 と 労働 の 商品 化 が 広がっ て いま す 。 また 、 障害 を 抱え る 人 々 や 社会 と 
の つなが り が つく れ な い 若 者 な ど 、 働き た く て も 働け な い 人 々 の 増大 は 、 日 本 全体 を 覆 
う 共 通し た 地域 課題 で す 。 

一 方 、NPO や 協同 組合 、 ボ ラン ティ ア 団 体 な ど 、 様 々 な 非 営 利 団体 は 、 地域 の 課題 
を 地域 住民 自ら 解決 する こと を めざし 事業 を 展開 し て いま す 。 この ひと つ で ある 「 協 同 
労働 の 協同 組合 」 は 、「 働 く こ と 」 を 通じ て 、「 人 と 人 の つなが り を 取り 戻し 、 コ ミュ ニ 
ティ の 再生 を めざす 」 活 動 を 続け て お り 、 上 記 の 社会 問題 解決 の 手段 の ひと つと し て 、 


大 変 注目 を 集め て お り ま す 。 
また 、 東日本 大 震 災 の 被災 地 で の 仕事 お こし に お いて も 、 こ の 法律 が 復興 の 一 翼 を 担 
える も の と 確信 し て お り ま す 。 


し か し 、 現 在 こ の 「 協 同 労働 の 協同 組合 」 に は 法 的 根拠 が な いた め 、 社会 的 理解 が 不 
十分 で あり 、 団体 と し て 介護 保険 事業 な どの 事業 者 登録 が で き な い 、 入札 や 契約 が で き 
な い 、 社 会 保障 の 負担 が 働く 個人 に か か る な どの 問題 が あり ます 。 

既に 欧米 で は 、 労働 者 協同 組合 (ワー カー ズ コ ー プ 、 ワ ー カ ー ズ コレ クティ ブ ) に つ 
いて の 法制 度 が 整備 され て いま す 。 日 本 で も 「 協 同 労働 の 協同 組合 」 の 法制 度 を 求め る 
取り 組み が 広がり 、10,000 を 超え る 団体 が この 法制 度 化 に 賛同 し 、 ま た 、 国 会 で も 超 
党派 の 議員 連盟 が 立ち 上 が る な ど 法 制 化 の 検討 が 始ま り ま し た 。 

雇用 ・ 労 働 の 問題 と 地域 活性 化 の 問題 は 、 不 離 一 体 で す 。 だ れ も が 「 希 望 と 誇り を 持 
っ て 働く 」、 仕 事 を 通じ て 「 安 心 と 豊か さ を 実感 で きる コミ ュ ニ ティ を つく る 」、「 人 の 
つなが りや 社会 と の つなが り を 感じ る 」、 こ うし た 働き 方 を 目指 す 協 同 労働 の 協同 組合 
は 、 市 民事 業 に よる 市 民主 体 の まち づく り を 創造 する も の で あり 、 働 く こ と や 生き る こ 
と に 困難 を 抱え る 人 々 自身 が 、 社会 連帯 の 中 で 仕事 を お こし 、 社会 に 参加 する 道 を 開く 
も の で す 。 

多く の 市 民 や 働く 人 た ち が 自 ら 事 業法 人 を お こし や すい 制度 で 、 そ こ で 働く 者 一 人 一 
人 が 社会 保険 制度 の 適用 を 受け 、 ま た 、 社 会 性 、 公 益 性 、 平 等 性 を 掲げ る 理念 に 立脚 し 
た 「 協 同 労働 の 協同 組合 法 」 の 速やか な る 制定 を 求め る も の で す 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 13 日 
岩 手 町 |【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 





【 件 名 】 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、2014 年 度 政府 
予算 に 係る 意見 書 


子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと 
が 憲法 上 の 要請 で ある 。 し か し 、 教育 予算 に つい て 、 日 本 の GDP に 占め る 教育 費 の 割合 
は 、OECD 加盟 国 (デー タ の ある 32 カ国 ) の 中 で ほぼ 最 下位 と な っ て いる 。 

また 、 三位一体 改革 に より 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 
分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 こ れ に より 、 茂 し い 地 方 自治 体 財 政 は 大 きく 圧迫 され 、 臨 上 
的 任用 教職 員 の 増大 を 招き 、 非 正規 雇用 が 常態 化し て いる 今 、 学校 間 に お いて 教育 条件 
格差 が 生じ て いる 。 

さら に 、 政 府 は 国家 公務 員 の 臨時 特例 減額 措置 に 準じ た 地方 公務 員 給 与 削 減 を 地方 

自治 体 に 要請 し て お り 、 教 職員 の 人 材 確保 へ の 支障 と 教育 の 機会 均等 ・ 水 準 確保 に 多大 
な 影響 を 与え か ね な い 状 況 で ある 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で あり 、 
子ども や 若者 の 学び を 絶え 間 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 へ と つ 
な げ る 必要 が ある 。 

こう し た 観点 か ら 、2014 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され ます よう 、 
地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 


記 
1 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 


担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 14 日 
矢 中 町 | 【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 





衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 県 選出 国会 議員 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 
に 関わ る 意見 書 


2011 年 度 に 義務 教育 標準 法 が 改正 され て 、 小 学校 1 年 生 の 基礎 定数 化 が 図ら れ ま し 
た 。 こ れ は 、30 年 ぶり の 学級 編成 標準 の 引き 下げ で あり 、 少 人 数 学級 の 推進 に 向け 、 
よう や く ス ター ト を 切る こと が で きま し た 。 改正 され た 義務 教育 標準 法 の 附則 に は 、 小 
学校 の 2 年生 から 中 学校 3 年 生ま で の 学級 編成 標準 を 順次 改定 する こと に つい て 検討 
を 行い 、 法制 上 を 含め た 措置 を 講ず る こと と 、 措置 を 講じ る 際 の 必要 な 安定 し た 財源 の 
確保 に 努め る こと も 明記 され まし た 。 当面 、35 人 以下 学級 の 着実 な 実行 が 重要 で す が 、 
将来 的 に は 、 さ ら に 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 

日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学 級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 当たり の 児童 
生徒 数 が 多く 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 一 クラ ス の 学級 規模 
を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 成 及 び 教 職員 定数 
の 在り 方 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学級 規模 」 
と し て 、26 人 ~30 人 を あげ て いま す 。 こ の よう に 、 保護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で い 
る こと は 明らか で あり ます 。 小 中 と も 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 数 
や 指導 内 容 が 増加 し まし た 。 こ の よう な 状況 の 中 、 学校 現場 で は いじ め ・ 不 登校 等 へ の 
対応 が 深刻 化し 、 さ ま ざ ま な 障がい を 抱え る 子ども や 、 国際 化 の 進展 で 日 本 語 指導 な ど 
特別 な 支援 を 必要 と する 子ども も 増え て いま す 。 この よう な 中 で 、 地方 が 独自 に 実施 す 
る 少 人 数 学級 は 高く 評価 され て いま す が 、 地方 財政 は 苦し く 、 独自 で 少 人 数 学級 に 取り 
組む に も 課題 が 多く 見 られ ます 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 均 等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲 
法 の 精神 で す 。 し か し 、 教 育 予算 に つい て 、GD P に 占め る 教育 費 公 財政 支出 の 割合 は 、 
OECD 加盟 国 の 中 で 日 本 は 最 下 位 (「 図 表 で 見 る 教育 (2012) 」(OECD)) と な っ て い 
ます 。 また 、 三位一体 改革 に より 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 担 割 合 は 2 分 の 1 か 
ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自 治 体 財政 を 圧迫 し て いま す 。 

将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 未 
来 へ の 先行 投資 と し て 、 子 ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 雇用 ・ 就 業 の 拡大 に 
つなげ る 必要 が あり ます 。 

こう し た 観点 か ら 、2014 年 度 政府 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 要 
望 い た し ます 。 

1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 
環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 

担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


中 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 





〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 14 日 
矢 中 町 | 【 提 出 先 】 岩手 県 知事 





【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 


本 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 直 払い で あり ます 。 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 を 
受診 し た 際 に 窓口 で 一 旦 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 額 を 超え た 分 が 後日 払い 
戻さ れる こと と な っ て いま す 。 

一方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機関 窒 品 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 
済み 、 東北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て お り ま す 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し 
て いる 都 道 府 県 が 過半 数 と な っ て お り ま す 。 

受給 者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負担 上 限 額 分 の 費用 を 用 意 し て お け ば 、 それ 
以上 の 支払 い が 不 要 な こと で あり ます 。 その た め 安 心して 受診 で きる こと か ら 、 疾病 の 
早期 発見 ・ 早 期 治療 に よる 重症 化 予防 が 期待 で きま す 。 また 、 償 病 を 受け る た め に 必要 
な 医療 費 助成 給付 申請 書 の 手続 き が 不要 と な り ま す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 本 に か か る 
事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 と な り ま す 。 医療 機関 に と っ て は 、 医療 費 助成 給付 申請 書 
の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 と な り 、 事 務 的 な 負担 が 軽減 され ます 。 

し か し な が ら 現 行 制度 で は 、 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 ペ ナル ティ と し て 国 か ら の 国民 
健康 保険 に 対す る 国庫 負担 金 が 削減 され て し まい ます 。 住 民 の 健康 の た め に 患者 負担 を 
軽減 し て いる 自治 体 に 対し て ペナ ル テ ィ を 課す こと は 言語 道断 と 考え ます 。 

以上 の 点 か ら 、 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 、 早 期 発見 ・ 早 期 治療 に よる 重 
症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 実現 を 求め ます 。 


記 
1 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 を 導入 する こと 。 
2 現物 給付 導入 の 際 に 、 国 民 健康 保険 に 対す る 国庫 負担 金 が 減額 され る 現行 制度 の 
見 直し を 国 に 要望 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 14 日 
西 和賀 町 | 【 提 出 先 】 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 





【 件 名 】30 人 以下 学級 実現 、 義 務 教育 費 国庫 負担 制度 堅持 及び 拡充 、 教 育 予算 
拡充 を 求め る 意見 書 


平成 23 年 度 に 義務 標準 法 が 改正 され 、 小 学校 1 年 生 の 基礎 定数 化 が は か られ まし た 。 
これ は 、 30 年 ぶり の 学級 編成 票 標準 に 引き 下げ で あり 、 少 人 数 学級 の 推進 に 向け よう や 
く ス ター ト を 切る こと が で きま し た 。 

今回 改正 され た 義務 標準 法 の 附則 に は 、 小 学校 2 年 生か ら 中 学校 3 年 生ま で の 学級 編 
成 標準 を 順次 改定 する こと に つい て 検討 を 行い 、 法 制 上 を 含め た 措置 を 講ず る こと と 、 
措置 を 講ず る 際 に 必要 な 安定 し た 財源 の 確保 に 努め る こと も 明記 され まし た 。 今後 、35 
人 以下 学級 の 着 磁 地 な 実行 が 重要 で す 。 

日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学 級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 
生徒 数 が 多く な っ て お り 、 一人ひとり の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、1 学 級 の 
規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 均 等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲 
法 の 精神 で す 。 し か し 、 教育 予算 に つい て 、 平成 20 年 に お ける GDP に 占め る 教育 費 公 
財政 支出 の 割合 は 、OECD 諸 国 の 中 で 日 本 は 最 下 位 と な っ て いま す 。 また 、 三位一体 
改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ 
られ 、 自 治 体 財政 を 圧迫 し て いま す 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 
雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 こ うし た 観点 か ら 、 平成 26 年 度 政府 の 予 
算 編 成 に お いて 下記 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 


1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の ゆたか な 教 
育 環 境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 
と と も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

3 学校 施設 整備 費 、 就 学 援助 ・ 奨 学 金 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教育 予算 の 
充実 の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 3 月 議決 分 ) 


平成 25 年 4 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
経済 産業 大 臣 

【 件 名 】「 協 同 労働 の 協同 組合 法 (仮称 ) 」 の 速やか な 制定 を 求め る 意見 書 


日 本 社会 に お ける 労働 環境 の 大 き な 変 化 の 波 は 、 働 く こ と に 困難 を 抱え る 人 々 を 増大 
させ 、 社 会 問題 と な り 、 経済 や 雇用 、 産 業 や 地方 な ど 、 様 々 な 分 野 に 格差 を 生じ させ ま 
し た 。 

働く 機会 得 ら れ な いこ と で 、「 ワ ー キ ング プア 」「 ネ ッ ト カ フェ 難民 」「 偽 装 請負 」 
な ど 、 新た な 貧困 と 労働 の 商品 化 が 広がっ て いま す 。 また 、 障 害 を 抱え る 人 々 や 社会 と 
の つなが り が つく れ な い 若 者 な ど 、 働き たく て も 働け な い 人 々 の 増大 は 、 日 本 全体 を 覆 
う 共 通し た 地域 課題 で す 。 

一 方 、NPO や 協同 組合 、 ボ ラン ティ ア 団 体 な ど 様 々 な 非 営利 団体 は 、 地域 の 課題 を 
地域 住民 自ら 解決 する こと を めざし 事業 展開 し て いま す 。 この ひと つ で ある 「 協 同 労働 
の 協同 組合 」 は 、「 働 く こ と 」 を 通じ て 、「 人 と 人 と の つなが り を 取り 戻し 、 コ ミュ ニテ 
ィ の 再生 を めざす 」 活動 を 続け て お り 、 上 記 の 社会 問題 解決 の 手段 の 一 つと し て 、 大 変 
注目 を 集め て お り ま す 。 

し か し 、 現在 この 「 協 同 労働 の 協同 組合 」 に は 法 的 根拠 が な いた め 、 社 会 的 理解 が 不 
十分 で あり 、 団体 と し て 入札 ・ 契 約 が で き な い 、 社 会 保障 の 負担 が 働く 個人 に か か る な 
どの 問題 が あり ます 。 

既に 欧米 で は 、 労働 者 協同 組合 (ワー カー ズ コ ー プ 、 ワー カー ズ コ レク ティ ブ ) に つい 
て の 法制 度 が 整備 され て いま す 。 日 本 で も 「 協 同 労働 の 協同 組合 」 の 法制 度 を 求め る 取 
り 組 み が 広がり 、10,000 を 超え る 団体 が この 法制 度 化 に 賛成 し 、 ま た 、 国 会 で も 超 党 
派 の 議員 連盟 が 立ち 上 が る な ど 法 制 化 の 検討 が 始ま り ま し た 。 

雇用 ・ 労 働 の 問題 と 地域 活性 化 の 問題 は 不 離 一 体 で す 。 だ れ も が 「 和 希望 と 誇り を 持っ 
て 働く 」、 仕 事 を 通じ て 「 安 心 と 豊か さ を 実 感 で きる コミ ュ ニ ティ を つく る 」、「 人 と の 
つなが りや 社会 と の つなが り を 感じ る 」、 こ うし た 働き 方 を 目指 す 協同 労働 の 協同 組合 
は 、 市 民事 業 に よる 市 民主 体 の まち づく り を 創造 する も の で あり 、 働 く こ と ・ 生 きる こ 
と に 困難 を 抱え る 人 々 自身 が 、 社会 連帯 の 中 で 仕事 を お こし 、 社会 に 参加 する 道 を 開く 
も の で す 。 

多く の 市 民 ・ 働 く 人 た ち が 自 ら 事業 法人 を お こし や すい 制度 で 、 そ こ で 働く 者 一 人 一 
人 が 社会 保険 制度 の 適用 を 受け 、 ま た 、 社 会 性 ・ 公 益 性 ・ 平 等 性 を か か げ る 理念 に 立脚 
し た 、「 協 同 労働 の 協同 組合 法 」 の 速やか な る 制定 を 求め る も の で す 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 19 日 
田野 畑村 | 【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 





農林 水産 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 
【 件 名 】T PP 交渉 へ の 参加 表明 撤回 に 関す る 意見 書 


(趣旨 ) 

環 太平 洋 パ ー ト ナー シッ プ (TPP) 協定 は 、 全 品目 の 関税 撤廃 が 原則 で あり 、 同 協 
定 へ の 参加 は 農林 水産 業 を 含む 地域 経済 ・ 社 会 の 崩壊 を 招く だ け で な く 、 医 療 、 保 険 、 
雇用 、 食品 安全 性 、 公 共 事 業 な ど 我 が 国 の 基準 ・ 制 度 の 変更 な ど 国 の か た ち を 一 変 させ 
る お それ が ある こと か ら 、TPP 交 渉 参 加 表明 を 撤回 し 、 国 民 の 望む 、 安全 ・ 安 心 な 食 
糧 ・ エ ネル ギー 等 の 安定 供給 、 持 続 可 能 な 農林 水産 業 の 振興 、 地 域 経済 、 社 会 、 雇 用 の 
安定 、 環 境 保 全 等 に 向け た 施策 を 確立 する こと を 強く 要望 する 。 


(理由 ) 

安倍 内 閣 総 理大 臣 は 、7 月 に も 日 本 の T PP 参加 の た め 交 渉 を 行う 予定 で いる 。 先 の 
総 選 挙 で 聖 城 な き T PP 参加 に 反対 を 表明 し て いた 安倍 内 閣 が 聖域 の 確約 も 不透明 な 
な か で 交渉 参加 表明 は 国民 的 理解 が 得 ら れ に くい 。 

TPP は 、 例 外 な き 関 税 撤廃 を 原則 と し 、 完全 な 貿易 自由 化 を 目指 す 協定 で あり 、 医 
療 、 保険 、 食品 安全 性 な ど あ ら ゆ る 分 野 に 関す る 国内 の 仕組 み 、 基準 の 変更 を 強制 する 
も の で あり 、T PP が 締結 され れ ば 、 農林 水産 業 を は じ め 地 域 の 経済 、 社会 が 崩壊 する 
だ け で な く 、 我 々 の 暮らし が 一 変 し て し まう お それ が ある 。 

仮に TPP 交 渉 に 参加 し 関税 が 撤廃 され た 場合 、 農林 水産 省 の 試算 で は 、 農林 水産 物 
の 生産 額 は 4 兆 5 千 億 円 程度 減少 する と し て いる 。 食料 自給 率 は 40 パー セン ト か ら 13 
パー セン ト に 低下 し 、 雇用 も 350 万 人 程度 減少 する と され 、 我が国 の 農林 水産 業 は も と 
より 地域 経済 及び 地域 社会 は 、 大 き な 打 撃 を 受け る こと に な る と 考え られ る 。 

また 、 本 県 農業 へ の 影響 も 、 農産 物 生産 額 全 体 の 6 割 に 相当 する 1, 469 憶 円 が 減少 す 
る と 試算 され 、 米 や 豚肉 等 の 主要 品目 は 、 ほ と ん ど が 輸入 品 に 置き 換わる と 見 込ま れる 。 

つい て は 、 次 の 事項 に つい て 強く 要望 する 。 


記 
1 TPP は 、 農 林 水 産業 を 含む 地域 経済 ・ 社 会 の 崩壊 を 招き 、 か づつ 医療 、 保 険 、 雇 
用 、 食品 安全 性 、 公共 事業 な ど 我 が 国 の 基準 、 制度 の 変更 な ど 国 の か た ち を 一 変 さ 
せる お それ が ある こと か ら 、TPP 交 渉 へ は 参加 し な いこ と 。 
2 国民 が 望む 、 安全 ・ 安 心 な 食糧 ・ エ ネル ギー 等 の 安定 供給 、 持 続 可 能 な 農林 水産 
業 の 振興 、 地 域 経済 、 社 会 、 雇 用 の 安定 、 環 境 保全 に 向け た 施策 を 確立 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








軽米 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 21 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 


意見 書 


35 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、2 年 生 と 続い て きた 35 人 以下 学級 の 拡充 が 
予算 措置 され て いま せん 。 

日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ 
ス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及 
び 教 職員 定数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 
規模 」 と し て 、26 人 ~30 人 を 挙げ て いま す 。 

この よう に 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 
と な っ て いま す 。 また 、 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 数 や 指導 内 容 が 
増加 し て いま す 。 日 本 語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 児童 生徒 へ の 対 
応 等 も 課題 と な っ て いま す 。 いじ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し て いま す 。 こ 
うし た こと の 解決 に 向け て 、 計 画 的 な 定数 改善 が 必要 で す 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと 
が 憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教育 予算 に つい て 、GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、O 
E CD 加盟 国 ( デ ー タ の ある 31 ヵ国 ) の 中 で 日 本 は 最 下 位 と な っ て いま す 。 ま た 、 三 位 
ー 体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 担 割 合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 
下げ られ 、 自治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 

育 条件 格差 も 生じ て いま す 。 

将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 子 
ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育 成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ 
る 必要 が あり ます 。 

こう し た 観点 か ら 、2014 年 度 政府 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 強 
く 要 望 し ます 。 


ロ 

1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、 OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 
環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 
と と も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


Du 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 11 日 
洋 野 町 | 【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 





【 件 名 】 消 費 税 増税 に 反対 する 意見 書 


平成 23 年 3 月 の 東日本 大 震 災 の 津波 被害 と 原発 事故 に よる 放射 能 被 害 か ら 、 2 年 余 
り が 経過 し て いま す 。 

今年 は まさ に 本 格 的 な 復興 の 年 と し て 「 い の ち を 守り 、 大 地 と 共に 生き る ふる さと 」 
を 理念 と し 、「 安 全 」 の 確保 、「 暮 らし 」 の 再建 、「 な り わ い 」 の 再生 の 三 本 の 柱 か ら な 
る 復興 計画 を 着実 に 進捗 させ る 年 と な っ て お り 、 そ の 実現 の た め 、 県 内 33 市 町 村 が 一 
丸 と な り 、 復興 を 迅速 に 進め る た め の 制 度 設計 な ど を 国 に 強く 求め 、 復興 へ の 歩み の 環 
境 づ くり を 行なっ て きま し た 。 

政府 が まず 進め て いか な けれ ば な ら な い の は 、「 税 制 の 抜本 改革 」 及 び 「 行 財政 改革 」 
で す 。 

国民 の 経済 状況 が 改善 され て いな い 中 で の 増税 は 、 国 民生 活 と 経済 活動 に 大 き な マ イ 
ナス の 影響 を 与え か ね な いも の で あり 、 さ ら に は 、 大 き な 痛 手 を 受け 、 こ れ か ら 何 と か 
立ち 上 が ろう と し て いる 被災 地 や 被災 者 に 対し て 、 金 銭 的 に も 精神 的 に も 大 き な 負 担 を 
課す も の で す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 消 費 税 の 増税 に あたっ て は 、 国 内 経済 環境 や 震 災 か ら の 復興 
状況 を 十分 に 考慮 する と と も に 、 抜 本 的 税制 改正 議論 等 も 含め た 国民 的 議論 を 尽く す 必 
要 が ある と 思わ れる こと か ら 、 現 時 点 で の 消費 税 増税 は 行なわ な いよ う 強 く 要 望 し ま 
す 。 








〇 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 6 月 議決 分 ) 


平成 25 年 7 月 10 日 現在 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 6 月 11 日 
洋 野 町 | 【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 副 知 事 、 岩 手 県 総務 部 長 、 岩 手 県 保健 福祉 部 長 





【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 


現在 、 本 県 の 各種 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 二 払い 制度 で ある こと か ら 当 該 助成 
制度 の 対象 者 は 、 医療 機関 を 受診 し た 際 に は 一 旦 窓口 で 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 助 
成 対象 額 に つい て は 後日 支払 い を 受け る と いう 仕組 み に な っ て いま す 。 

一 方 現物 給付 制度 は 、 医 療 機関 窓口 に お いて 法定 の 一 部 負担 金 か ら 助成 対象 額 を 差し 
引い た 額 の 支払 いで 済む 制度 で あり 、 東 北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て お り 、 
さら に は 、 全 国 で も 現物 給付 制度 を 導入 し て いる 都 道 府 県 は 過半 数 と いう 状況 に あり ま 
す 。 

現物 給付 の メリ ッ ト は 、 受診 者 に と っ て は 、 より 少な い 受 診 費用 で 済む こと か ら 安 心 
し て 受診 で き 、 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に も つなが る こと が 考え られ ます 。 また 、 助 
成金 の 支払 い を 受け る た め の 医 療 費 助成 給付 申請 と いっ た 炉 わ し い 手 続き も 不要 と な 
り ま す 。 さ ら に は 、 市 町 村 に と っ て は 、 助 成金 の 支払 い に 係る 事務 作業 が 不要 と な り ま 
すし 、 医療 機関 に と っ て も 、 医療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と いっ た 作業 な ど が 不要 と な 
り 事 務 の 軽減 が 図ら れる な ど 、 市 町 村 や 医療 機関 に と っ て も メリ ッ ト が ある も の と 考え 
ます 。 

以上 の 点 か ら 、 岩手 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治 療 に 
よる 重症 化 防止 の た め に も 、 次 の 項目 に つい て 速やか に 実現 され る よう 求め ます 。 


記 
1 本 県 の 各種 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 を 導入 する こと 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








